
Ｉ－２－システム２－②

（省略）

７．送付先情報通知
　個人番号の通知に関する事務の委任先であ
る機構において、住民に対して番号通知書を送
付するため、既存住基システムから当該市町村
の住民基本台帳に記載されている者の送付先
情報を抽出し、その情報を、機構が設置・管理
する個人番号カード管理システムに通知する。

（省略）

（省略）

７．送付先情報通知
　機構において、住民に対して番号通知書類(個
人番号通知書、個人番号カード交付申請書（以
下「交付申請書」という。）等)を送付するため、
既存住基システムから当該市町村の住民基本
台帳に記載されている者の送付先情報を抽出
し、当該情報を、機構が設置・管理する個人番
号カード管理システムに通知する。

（省略）

事後
文言整理であり、特定個人情
報の取り扱いに変更がないた
め、重要な変更に当たらない。

Ｉ－２－システム９－① - システム基盤（標準準拠システム連携基盤） 事前

当システムを構築して、ガバメ
ントクラウドに移行する他シス
テムと庁内連携を開始するた
め、重要な変更に当たる。

Ⅰ－１－②－⑫

⑫情報提供ネットワークシステムからの情報照
会に対する番号法別表第二に定める住民票関
係情報
（住基法第７条第４号に規定する世帯情報）の
提供

⑫情報提供ネットワークシステムからの情報照
会に対する番号法第１９条第８号に基づく主務
省令第２条の表に定める住民票関係情報（住基
法第７条第４号に規定する世帯情報）の提供

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

（別添３）変更箇所
提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅰ－１－②－なお書き

なお、⑨の「個人番号通知書及び個人番号カー
ドの作成」に係る事務については、番号法に規
定する個人番号、個人番号カード、特定個人情
報の提供等に関する省令（平成26年総務省令
第85号。以下「個人番号カード省令」という。）第
３５条により、機構に対する事務の委任が認め
られている。

なお、⑨の「個人番号通知書及び個人番号カー
ドの作成」に係る事務については、番号法に規
定する個人番号、個人番号カード、特定個人情
報の提供等に関する命令（平成26年総務省令
第85号。以下「個人番号カード省令」という。）第
３５条により、機構に対する事務の委任が認め
られている。
そのため、当該事務においては、事務を委任す
る機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

事後
文言整理であり、特定個人情
報の取り扱いに変更がないた
め、重要な変更に当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ｉ－４－①

（省略）

（３）送付先情報ファイル
　市町村長が個人番号を指定した際は、個人番
号通知書の形式にて付番対象者に個人番号を
通知するものとされている（番号法第７条第１
項）。個人番号通知書による番号の通知及び個
人番号カード交付申請書の送付については、事
務効率化等の観点から、市町村から当該事務
を委任しており、機構に対して、個人番号通知
書及び交付申請書の送付先情報を提供する必
要がある。
　その際、当該事務に必要なものに限って情報
を提供するため、情報量の多い本人確認情報
ファイルを用いず、送付先情報ファイルを利用し
ている。

（省略）

（３）送付先情報ファイル
　市町村長が個人番号を指定した際は、個人番
号通知書の形式にて付番対象者に個人番号を
通知するものとされている（番号法第７条第１
項）。個人番号通知書による番号の通知及び個
人番号カード交付申請書の送付については、個
人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知書
及び個人番号カードに関し機構が処理する事
務）に基づいて機構が行うこととされていること
から、機構に個人番号通知書及び交付申請書
の送付先情報を提供する。

事後
文言整理であり、特定個人情
報の取り扱いに変更がないた
め、重要な変更に当たらない。

Ｉ－２－システム９－② -

　札幌市のシステムであり、デジタル庁発行の
「地方公共団体情報システム共通機能標準仕
様書」(以降、共通機能標準仕様書という。)にお
いて定義された「2.2.庁内データ連携機能」を実
現するため、システム基盤と接続し、基幹系シス
テムと標準準拠システム間での標準仕様にもと
づくデータ連携を仲介する。
　また、データ連携をシステム連携基盤で集中
管理することで、データ連携の可視化やセキュリ
ティを確保するとともに、標準準拠システム間の
関連を疎結合にし、システム変更時の影響範囲
局所化を実現する。

事前

当システムを構築して、ガバメ
ントクラウドに移行する他シス
テムと庁内連携を開始するた
め、重要な変更に当たる。

Ｉ－２－システム９－③ -
[○]その他　（ガバメントクラウド上の標準システ
ム、システム基盤）

事前

当システムを構築して、ガバメ
ントクラウドに移行する他シス
テムと庁内連携を開始するた
め、重要な変更に当たる。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

（別添１）事務内容 -
事務内容図にガバメントクラウド上のシステム基
盤（標準準拠システム連携基盤）と標準準拠シ
ステムを図示

事前

当システムを構築して、ガバメ
ントクラウドに移行する他シス
テムと庁内連携を開始するた
め、重要な変更に当たる。

（別添１）事務内容　備考

３．本人確認情報検索に関する事務
　3-①. ４情報の組み合わせをキーワードとし
て、札幌市CSの本人確認情報を検索する。※
検索対象者が自都道府県の住所地市町村以外
の場合は都道府県サーバ、他都道府県の場合
は全国サーバに対してそれぞれ検索の要求を
行う。

３．本人確認情報検索に関する事務
　3-①. 住民票コード、個人番号または4情報の
組み合わせをキーワードとして、札幌市CSの本
人確認情報を検索する。※検索対象者が自都
道府県の住所地市町村以外の場合は都道府県
サーバ、他都道府県の場合は全国サーバに対
してそれぞれ検索の要求を行う。

事後

システムの現行仕様に合わせ
た文言修正であり、特定個人
情報の取り扱いに変更がない
ため、重要な変更に当たらな
い。

Ｉ－６－②

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、
第４欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が
含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１
８、２０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、
３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５９、６
１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、８４、８５の
２、８９、９１、９２、９４、９６、９７、１０１、１０２、１
０３、１０５、１０６、１０７、１０８、１１１、１１２、１１
３、１１４、１１６、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提供
ネットワークシステムによる情報照会は行わな
い）

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の
制限）及び同号に基づく主務省令第２条の表

（番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表における情報提供の根拠）
：第３欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第４欄（利用特定個人情報）に「住民票関係
情報」が含まれる項
（１、２、３、５、７、１１、１３、１５、２０、２８、３７、３
９、４８、５３、５７、５８、５９、６３、６５、６６、６９、
７３、７５、７６、８１、８３、８４、８６、８７、９１、９
２、９６、１０６、１０８、１１０、１１２、１１５、１１８、
１２４、１２９、１３０、１３２、１３６、１３７、１３８、１
４１、１４２、１４４、１４９、１５０、１５１、１５２、１５
５、１５６、１５８、１６０、１６３、１６４、１６５、１６６
の項）

（番号法第１９条第８号に基づく主務省令第２条
の表における情報照会の根拠）
：なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提供
ネットワークシステムによる情報照会は行わな
い）

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅱ（住民基本台帳ファイル）－
７．備考

本市内部の部署であって番号法第９条第１項に
基づき特定個人情報を利用できるとされる事務
とその事務を行う部署について（番号法第９条
第１項に掲げる別表第一に基づく）

（略）
・生活保護に関する事務　…　保健福祉局総務
部保護自立支援課
（略）
・妊娠の届出に関する事務　…　保健福祉局保
健所健康企画課
・健康増進事業の実施に関する事務　…　保健
福祉局保健所健康企画課
（略）
・難病の患者に対する医療等に関する法律に基
づく特定医療費の支給に関する事務　…　保健
福祉局健康企画課

本市内部の部署であって番号法第９条第１項に
基づき特定個人情報を利用できるとされる事務
とその事務を行う部署について（番号法第９条
第１項に掲げる別表に基づく）

（略）
・生活保護に関する事務　…　保健福祉局総務
部保護課
（略）
・妊娠の届出に関する事務　…　子ども未来局
母子保健担当課
・健康増進事業の実施に関する事務　…　保健
福祉局ウェルネス推進課
（略）
・難病の患者に対する医療等に関する法律に基
づく特定医療費の支給に関する事務　…　保健
福祉局保健管理課

事後

法令改正に伴う変更及び組織
変更によるものであり、特定個
人情報の取り扱いに変更が無
いため、重要な変更に当たら
ない。

Ⅱ（住民基本台帳ファイル）－
５－提供先１～６０－①、②、
③

提供先１～５８：番号法第19条第８号別表第二
に定める情報照会者（別紙１参照）
①番号法第１９条第８号　別表第二（別紙１参
照）
②番号法第19条第８号別表第二に定める各事
務（別紙１参照）
③番号法第19条第８号別表第二に定める特定
個人情報（住民票関係情報・別紙1参照）

提供先１～６０：番号法第19条第８号に基づく主
務省令第２条の表に定める情報照会者（別紙１
参照）
①番号法第１９条第８号及び同号に基づく主務
省令第２条の表
②番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条
の表に定める各事務（別紙１参照）
③番号法第19条第８号に基づく主務省令第２条
の表に定める特定個人情報（住民票関係情報・
別紙1参照）

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（住民基本台帳ファイル）－
５－移転先２－②

番号法第９条第１項に掲げる別表第一に基づき
特定個人情報を利用できるとされる事務
※具体的には７．備考に記載のとおり

番号法第９条第１項に掲げる別表に基づき特定
個人情報を利用できるとされる事務
※具体的には７．備考に記載のとおり

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（住民基本台帳ファイル）－
５－提供・移転の有無

提供を行っている　58件
移転を行っている　2件

提供を行っている　60件
移転を行っている　2件

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅱ（本人確認情報ファイル）－
３－⑧

・住民票の記載事項の変更又は新規作成が生
じた場合、既存住基システムから当該本人確認
情報の更新情報を受領し(既存住基システム→
札幌市ＣＳ）、受領した情報を元に本人確認情
報ファイルを更新し、当該本人確認情報の更新
情報を都道府県知事に通知する（札幌市ＣＳ→
都道府県サーバ)。
・提示された個人番号カード記載の４情報と紐づ
けられている住民票コードをキーとして、本人確
認情報ファイルを検索し、画面に表示された本
人確認情報と申請・届出書等の記載内容を照
合し確認することで本人確認を行う（個人番号
カード→札幌市ＣＳ）。
・４情報の組合せをキーに本人確認情報ファイ
ルの検索を行う。
・本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事
保存本人確認情報ファイル（都道府県サーバ）
及び機構保存本人確認情報ファイル（全国サー
バ）と整合することを確認するため、都道府県
サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用
本人確認情報を提供する（札幌市ＣＳ→都道府
県サーバ／全国サーバ）。

・住民票の記載事項の変更又は新規作成が生
じた場合、既存住基システムから当該本人確認
情報の更新情報を受領し(既存住基システム→
札幌市ＣＳ）、受領した情報を元に本人確認情
報ファイルを更新し、当該本人確認情報の更新
情報を都道府県知事に通知する（札幌市ＣＳ→
都道府県サーバ)。
・住民から提示された個人番号カードに登録さ
れた住民票コードをキーとして、本人確認情報
ファイルを検索し、画面に表示された本人確認
情報と申請・届出書等の記載内容を照合し確認
することで本人確認を行う（個人番号カード→札
幌市ＣＳ）。
・住民票コード、個人番号又は４情報（氏名、住
所、性別、生年月日）の組合せをキーに本人確
認情報ファイルの検索を行う。
・本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事
保存本人確認情報ファイル（都道府県サーバ）
及び機構保存本人確認情報ファイル（全国サー
バ）と整合することを確認するため、都道府県
サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用
本人確認情報を提供する（札幌市ＣＳ→都道府
県サーバ／全国サーバ）。

事後

システムの現行仕様に合わせ
た文言修正であり、特定個人
情報の取り扱いに変更がない
ため、重要な変更に当たらな
い。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－２
－③その必要性

新たに個人番号を住民に付番した場合、その住
民に対し、個人番号を通知しなければならない
（番号法第７条第１項）。通知の方法は、個人番
号通知書を送付することによる（個人番号カード
省令第７条）。
市町村は、個人番号カード省令第３５条に基づ
き、この事務の実施を機構に委任する。

番号法第７条第１項（指定及び通知）及び個人
番号カード省令第７条（個人番号の通知）に基づ
き、個人番号通知書を個人番号の付番対象者
に送付する必要がある。
また、通知カード所持者にあっては、個人番号
カードは通知カードと引き換えに交付することと
されている。
機構は、個人番号カード省令第２３条の２（個人
番号通知書及び個人番号カードに関し機構が
処理する事務）に基づき、これらの事務を実施
する。

事後

文言整理及び法令改正に伴う
変更であり、特定個人情報の
取り扱いに変更がないため、
重要な変更に当たらない。

Ⅱ（本人確認情報ファイル）－
２－③

区域内の住民（住基法第５条（住民基本台帳の
備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住
民を指す。）
※住民基本台帳に記録されていた者で、消除者
を含む。

区域内の住民（住基法第５条（住民基本台帳の
備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住
民を指す。）
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出等
の事由により住民票が消除（死亡による消除を
除く。）された者（以下「消除者」という。）を含む。

事後

文言整理による変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅱ（送付先情報ファイル）－３
－⑥

法令に基づく委任を受けて個人番号通知書及
び交付申請書の印刷、送付並びに個人番号
カードの発行を行う機構に対し、個人番号通知
書及び交付申請書の送付先情報を提供するた
め。

個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知
書及び個人番号カードに関し機構が処理する事
務）に基づき個人番号通知書及び交付申請書
の印刷、送付並びに個人番号カードの発行を行
う機構に対し、個人番号通知書及び交付申請書
の送付先情報を提供するため。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－３
－⑧使用方法

既存住基システムより個人番号の通知対象者
の情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申
請書の印刷及び送付に係る事務を、法令に基
づいて委任する機構に対し提供する（既存住基
システム→札幌市ＣＳ→個人番号カード管理シ
ステム（機構））。

・既存住基システムより個人番号の通知対象者
の情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申
請書等の印刷及び送付に係る事務を個人番号
カード省令第２３条の２（個人番号通知書及び個
人番号カードに関し機構が処理する事務）に基
づいて行う機構に対し提供する（既存住基シス
テム→札幌市ＣＳ又は電子記録媒体→個人番
号カード管理システム（機構））。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－２
－④その妥当性

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
個人番号カードの券面記載事項として、法令に
規定された項目を記録する必要がある。

・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送
付先の情報）
機構に対し、法令に基づき個人番号通知書及び
交付申請書の印刷、送付並びに個人番号カード
の発行を委任するために、個人番号カードの券
面記載事項のほか、個人番号通知書及び交付
申請書の送付先に係る情報を記録する必要が
ある。

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
個人番号カードの券面記載事項として、法令に
規定された項目を記録する必要がある。

・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送
付先の情報）
機構に対し、個人番号カード省令第２３条の２
（個人番号通知書及び個人番号カードに関し機
構が処理する事務）に基づき個人番号通知書及
び交付申請書の印刷、送付並びに個人番号
カードの発行を機構が行うために、個人番号
カードの券面記載事項のほか、個人番号通知
書及び交付申請書の送付先に係る情報を記録
する必要がある。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－３
－⑤

個人番号カード省令第３５条に規定されている。
個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知
書及び個人番号カードに関し機構が処理する事
務）

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅱ（送付先情報ファイル）－３
－⑧情報の突合

機構において、機構が入手した送付先情報に含
まれる４情報等の変更の有無を確認する（最新
の４情報等であることを確認する）ため、機構
（全国サーバ）が保有する「機構保存本人確認
情報」（住基法第３０条の９）との情報の突合を
行う。

入手した送付先情報に含まれる４情報等の変更
の有無を確認する（最新の４情報等であることを
確認する。）ため、機構（全国サーバ）が保有す
る「機構保存本人確認情報」との情報の突合を
行う。

事後

文言整理による変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－５
－提供先１－①

個人番号カード省令第３５条に規定されている。
個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知
書及び個人番号カードに関し機構が処理する事
務）

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅱ（送付先情報ファイル）－５
－提供先１－②

市町村からの法令に基づく委任を受け、個人番
号通知書及び交付申請書を印刷し、送付する。

個人番号カード省令第２３条の２（個人番号通知
書及び個人番号カードに関し機構が処理する事
務）に基づき個人番号通知書及び交付申請書を
印刷し、送付する。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅲ（住民基本台帳ファイル）-7
－リスク１－⑤物理的対策

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜標準準拠システム連携基盤における措置＞
ガバメントクラウドへの接続は閉鎖された専用
線であり外部からの侵入は物理的に不可能と
なっている。

事前

特定個人情報ファイルの取扱
プロセスにおけるリスク対策の
追加のため、重要な変更に当
たる。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅲ（本人確認情報ファイル）－
５－リスク１（その他の措置の
内容）

・「サーバ室等への入室権限」及び「特定個人情
報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を
有する者を適切に管理する。
・都道府県サーバとの整合性検査時、DVDを用
いて情報を連携する場合には、権限を有する職
員が行う。

・「サーバ室等への入室権限」及び「特定個人情
報ファイルを扱うシステムへのアクセス権限」を
有する者を適切に管理する。
・都道府県サーバとの整合性検査時、媒体を用
いて情報を連携する場合には、権限を有する職
員が行う。

事後

文言整理による変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅲ（本人確認情報ファイル）－
５－リスク２（リスクに対する措
置の内容）

・また、DVDへ出力する必要がある場合には、
逐一出力の記録が残される仕組みを構築する。

また、媒体へ出力する必要がある場合には、逐
一出力の記録が残される仕組みを構築する。

事後

文言整理による変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅲ（住民基本台帳ファイル）-7
－リスク３－手順の内容

・除票は住民基本台帳法施行令第３４条第１項
に定める保存期間（消除から１５０年間）、異動
データは当該異動処理から１年間を経過した情
報を、毎年１回システム上消去する仕組みを
作っている。
・磁気ディスクの廃棄時は、要領・手順書に基づ
き、内容の消去、破壊等を行うとともに、磁気
ディスク管理簿にその記録を残す。また、物理
的粉砕等を行うことにより、内容を読み出すこと
ができないようにする。
・届書及び帳票の紙媒体の情報については、法
令及び例規に基づき、保管及び廃棄を行うこと
としている。廃棄時には、要領・手順書等に基づ
き、裁断、溶解等を行うとともに、帳票管理簿等
にその記録を残す。

・除票は住民基本台帳法施行令第３４条第１項
に定める保存期間（消除から１５０年間）、異動
データは当該異動処理から１年間を経過した情
報を、毎年１回システム上消去する仕組みを
作っている。
・磁気ディスクの廃棄時は、要領・手順書に基づ
き、内容の消去、破壊等を行うとともに、磁気
ディスク管理簿にその記録を残す。また、物理
的粉砕等を行うことにより、内容を読み出すこと
ができないようにする。
・届書及び帳票の紙媒体の情報については、法
令及び例規に基づき、保管及び廃棄を行うこと
としている。廃棄時には、要領・手順書等に基づ
き、裁断、溶解等を行うとともに、帳票管理簿等
にその記録を残す。

＜標準準拠システム連携基盤における措置＞
格納期限が経過した連携ファイルは消去する。

事前

特定個人情報ファイルの取扱
プロセスにおけるリスク対策の
追加のため、重要な変更に当
たる。

Ⅲ（住民基本台帳ファイル）-7
－リスク１－⑥技術対策

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜標準準拠システム連携基盤における措置＞
①共通標準仕様書で定められた通信のセキュリ
ティレベルを実現する。
②ファイル連携においてはオブジェクトストレー
ジを利用し、暗号化と複合化を行い管理する。

事前

特定個人情報ファイルの取扱
プロセスにおけるリスク対策の
追加のため、重要な変更に当
たる。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅳ-１－②

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウドについては政府情報システム
のセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録され
たクラウドサービスから調達することとしており、
ISMAPにおいて、クラウドサービス事業者は定
期的にISMAP監査機関リストに登録された監査
機関による監査を行うこととしている。

事前

特定個人情報ファイルの取扱
プロセスにおけるリスク対策の
追加のため、重要な変更に当
たる。

Ⅲ（本人確認情報ファイル）－
７－リスク１－⑩

生存する個人の個人番号とともに、死亡による
消除後、住民基本台帳法施行令第３４条第３項
（保存）に
定める期間（１５０年間）保管する。

生存する個人の個人番号とともに、死亡による
消除後、住民基本台帳法施行令第３４条第２項
（保存）に
定める期間（１５０年間）保管する。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。

Ⅲ（本人確認情報ファイル）－
７－リスク２－消去手順

・システム上、住民基本台帳法施行令第３４条
第３項（保存）に定める期間（１５０年間）を経過
した住民票
の記載の修正前の本人確認情報（履歴情報）及
び消除者の本人確認情報を消去する仕組みと
する。

・システム上、住民基本台帳法施行令第３４条
第２項（保存）に定める期間（１５０年間）を経過
した住民票
の記載の修正前の本人確認情報（履歴情報）及
び消除者の本人確認情報を消去する仕組みと
する。

事後

法令改正に伴う変更であり、
特定個人情報の取り扱いに変
更がないため、重要な変更に
当たらない。



提出時期に係る説明変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期

Ⅳ-3－その他のリスク対策

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜札幌市における措置＞
（省略）

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
（省略）

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いに
ついては、当該業務データを保有する地方公共
団体及びその業務データの取扱いについて委
託を受けるASP又はガバメントクラウド運用管理
補助者が責任を有する。
ガバメントクラウド上での業務アプリケーション
の運用等に障害が発生する場合等の対応につ
いては、原則としてガバメントクラウドに起因す
る事象の場合は、国はクラウド事業者と契約す
る立場から、その契約を履行させることで対応
する。また、ガバメントクラウドに起因しない事象
の場合は、地方公共団体に業務アプリケーショ
ンサービスを提供するASP又はガバメントクラウ
ド運用管理補助者が対応するものとする。
具体的な取り扱いについて、疑義が生じる場合
は、地方公共団体とデジタル庁及び関係者で協
議を行う。

事前

特定個人情報ファイルの取扱
プロセスにおけるリスク対策の
追加のため、重要な変更に当
たる。


